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表１ 南島原市地域のごみ処理体系 

分別区分 対象地域 処理体系 

燃えるごみ 
深江地区、布津地区 県央県南広域環境組合 

他６地区 南島原市 
燃えないごみ 市全域 島原地域広域市町村圏組合 
資源ごみ 市全域 民間委託 

※ 他６地区は、有家・西有家・北有馬・南有馬・口之津及び加津佐地区を示す。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 南島原市地域のごみ処理事業区域について 

「Craft MAP」より一部加筆  

南島原市 

県央県南広域環境組合 

南島原市 
島原地域広域 

市町村圏組合 

長崎県（一部離島等を除く） 

深江地区 

布津地区 

有家地区 
西有家地区 

南有馬地区 
加津佐地区 

口之津地区 

北有馬地区 
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(4) ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

平成２１年７月に長崎県ごみ処理広域化計画の見直しが行われ、県央県南ブロックごみ

処理広域化計画では平成３０年度までは大村市清掃センター、県央県南広域環境組合およ

び南島原市南有馬クリーンセンターの３施設を継続使用することとしながらも「南島原市

南有馬クリーンセンターで処理しているごみ（６０ｔ／日）は、将来的に県央県南クリー

ンセンターで処理することを検討する。」とされている。 
   本市ではこの計画に則り、県央県南広域環境組合への市内８町全て加入の実現に向けて、

現在、県央県南広域環境組合および構成市との協議を重ね、調整を図っている。 
 
 

２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 
 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状 

平成 26 年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図２のとおりである。 
総排出量は、集団回収量も含め、16,627 トンであり、再生利用される「総資源化量」

は 3,131 トン、リサイクル率（=(直接資源化量+中間処理後の再生利用量+集団回収量)／(ご
みの総処理量+集団回収量)）は 18.8％である。 
中間処理による減量化量は 13,171 トンであり、総排出量のおおむね８割が減量化され

ている。また、総排出量の 2.0％にあたる 325 トンが埋め立てられている。 
なお、中間処理量のうち、焼却量は 14,940 トンである。 
 

 
 

図２ 一般廃棄物の処理状況フロー(H26) 
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(2) 生活排水の処理の現状 

平成 26 年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排水量は図３のとおりである。 
生活排水処理対象人口は、全体で 49,197 人であり、汚水衛生処理人口（平成 26 年度

現在、現に汚水処理施設に接続されている人口、以下同様。）は、23,141 人、汚水衛生

処理率 47.0％である。 
し尿発生量は 30,127kl／年、浄化槽汚泥発生量は、14,333kl／年であり、処理・処分

量（＝収集・運搬量）は 44,460kl／年である。 

 

 
図３ 生活排水の処理状況フロー 

汚水衛生処理人口 
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(3) 一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、

表２のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取組んでいくものとする。参考と

して、添付資料３に現状と目標のトレンドグラフを添付する。 
 

表２ 減量化、再生利用に関する現状と目標 
指標 

現状（割合※１） 

（平成 26 年度） 

目標（割合※１） 

（令和 4年度） 

排出量 事業系 

ごみ 

総排出量 2,485 ﾄﾝ 2,159 ﾄﾝ（-13.1％） 

資源ごみ量 255 ﾄﾝ 189 ﾄﾝ（-25.9％） 

１事業所当たりの排出量※２ 2.70 ﾄﾝ/事業所 2.38 ﾄﾝ/事業所（-11.9％） 

生活系 

ごみ 

総排出量 14,142 ﾄﾝ 12,359 ﾄﾝ（-12.6％） 

資源ごみ量 1,449 ﾄﾝ 1,084 ﾄﾝ（-25.2％） 

１人当たりの排出量※３ 258 ㎏/人 257 ㎏/人（-0.4％） 

１人１日当たりの排出量※4 707g/人・日 704g/人・日（-0.4％） 

再生利用量 直接資源化量 0 ﾄﾝ（0％） 0 ﾄﾝ（0％） 

総資源化量 3,131 ﾄﾝ（18.8％） 2,428 ﾄﾝ（16.7％） 

再生利用率 18.8％ 16.7％ 

集団回収量 集団回収量 201 ﾄﾝ 249 ﾄﾝ 

エネルギー

回 収 量 

エネルギー回収量（年間の発電電力量）

及び熱利用量※5 

35,258MWh 28,331MWh 

―GJ 

減量化量 中間処理による減量化量 13,171 ﾄﾝ（79.2％） 11,820 ﾄﾝ（81.4％） 

最終処分量 埋立最終処分量※6 325 ﾄﾝ（2.0％） 270 ﾄﾝ（1.9％） 

 
※1 排出量は現状に対する割合、その他は排出量に対する割合 

※2 (１事業所当たりの排出量)＝{(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量)}/(事業所数) 

※3 (１人当たりの排出量)＝{(生活系ごみの総排出量)－(生活系ごみの資源ごみ量)}/(人口)×103 

※4 (１人１日当たり生活から排出されるごみの量)＝{(生活系ごみの総排出量)－(生活系ごみの資源ごみ量)}/ (人

口)/365 日×106 

※5 県央県南広域環境組合「県央県南クリーンセンター」の発電量（本市分処理量から按分計算） 

※6 島原地域広域市町村圏組合に委託処分した量 

《指標の定義》 

排 出 量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量(集団回収ごみを除く) 〔単位：ﾄﾝ〕 

総 排 出 量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量(集団回収ごみを含む) 〔単位：ﾄﾝ〕 

再生利用量：集団回収、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：ﾄﾝ〕 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕 

減 量 化 量：中間処理量と処理後の残さ量の差〔単位：ﾄﾝ〕 

最終処分量：埋立処分された量〔単位：ﾄﾝ〕 

《取組指標》 

○総排出量：令和 4年度において平成 26 年度より 12.7％減 

○集団回収量：令和 4年度において平成 26 年度より 23.9％増 

○事業系ごみの総排出量：令和 4年度において平成 26 年度より 13.1％減 

○生活系ごみの総排出量：令和 4年度において平成 26 年度より 12.6％減 
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図４ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー(R4) 

 
 
(4) 生活排水処理の目標 

生活排水処理については、表３に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進

めていくものとする。 
表３ 生活排水処理に関する現状と目標 

※ 生活排水処理施設接続人口をベースとしており、整備済み未接続人口は、未処理人口_計画収集人口

として扱う。 

 平成 26 年度実績 令和 4年度目標 

処

理

形

態

別

人

口 

汚水衛生処理人口 23,141 人  26,515 人  

 

公共下水道    3,678 人(7.5%)   3,758 人(8.6%)  

農業集落排水施設等    1,177 人(2.4%)     1,095 人(2.5%)  

 

農業集落排水施設     424 人       440 人  

漁業集落排水施設     166 人       148 人  

コミュニティ・プラント     587 人       507 人  

合併処理浄化槽 18,286 人(37.2%)  21,662 人(49.3%)  

未処理人口 26,056 人(52.9%)  17,393 人(39.6%)  

 

単独処理浄化槽    2,242 人     2,001 人  

非水洗化人口 23,814 人  15,392 人  

 
計画収集人口 23,814 人  15,392 人  

自家収集人口        0 人         0 人  

合  計 49,197 人  43,908 人  

し尿 

・ 

汚泥 

の量 

汲み取りし尿量 32,993 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 17,703 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 

浄化槽汚泥量  11,467 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 12,045 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 

合  計 44,460 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 29,748 ｷﾛﾘｯﾄﾙ 
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３ 施策の内容 
 
(1) 発生抑制、再使用の推進 

ア 有料化 
 現在、家庭から排出される燃えるごみ及び燃えないごみについては、平成 19 年度

から市内統一化した指定袋制による手数料の徴収を行っている。今後は、統一後の状

況把握に努めると共に、排出量に応じた負担の公平化やごみの減量化・分別に対する

意識の向上に対する方策の一つとして、今後、対象品目及び料金の見直しを行うこと

とする。 
 

イ 環境教育・普及啓発、助成 
学校や地域社会の場における環境副読本等を活用した学習会、ごみ処理施設の見学

会などを実施し、ごみの３Ｒ（リデュース、リュース、リサイクル）に関する教育、

啓発活動の充実を図る。また、市民、事業者に対して、広報紙等を活用し、ごみの排

出量や資源化の現状及びごみ処理経費の現状などに関する情報提供を行う。さらに、

一般廃棄物の多量排出事業者の把握に努めるとともに、事業者に対する排出抑制・資

源化等に関する指導を行う。 
 
ウ マイバック運動・レジ袋対策 

地域内の商工会等と協力し、レジ袋配布の有料化、マイバッグ運動（買物袋の持参

運動）等を推進する。 
 
エ ごみ分別の推進 

  資源ごみ分別の継続実施を進め、その結果、一人一日当たりの排出量を平成 26年

度 707ｇ/人・日から令和 4年度 704ｇ/人・日まで削減する。 

 
オ 生活排水対策 

人口密集区域については、公共下水道事業等の集合処理による整備を進めるととも

に、個別処理については補助事業等による浄化槽の設置促進に努める。 
なお、平成 20 年 12 月からは、汚濁負荷量の削減を図るため、家庭から排出され

る使用済の食用油の回収を行い、BDF（バイオディーゼル燃料）化する取組みをは

じめている。 
また、生活排水対策の必要性、浄化槽管理の重要性等について、市民への周知を図

るため、定期的な広報・啓発活動を実施するとともに、水切りネット等の啓発資材を

各種イベントの際に配布する。 
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(2) 処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 
 分別区分及び処理方法については、表４のとおりである。 

現状は、燃えるごみについては、深江・布津地区は「県央県南クリーンセンター（県

央県南広域環境組合）」で処理を行っている。一方、有家・西有家・北有馬・南有馬・

口之津・加津佐地区は、「南島原市南有馬クリーンセンター（本市直営）」で処理を行

っている。燃えないごみの処理については、島原地域広域市町村圏組合が委託した業

者で行っている。資源ごみの処理については、本市が委託した業者で行っている。 
今後は、市内全域の燃えるごみの処理を県央県南広域環境組合で行えるよう県

央県南広域環境組合との協議を重ねながら、調整を図っていくものとする。 
なお、本市は長崎県において策定した「長崎県ごみ処理広域化計画」において、島

原市、諫早市、大村市及び雲仙市の５市が含まれる「県央・県南ブロック」に位置し

ているため、関係市とともに広域処理について検討を進めていくこととしている。 

 
イ 事業系ごみ処理体制の現状と今後 

今後とも生活系ごみの分別区分に準じ、事業者自ら処理施設へ直接搬入、または許

可業者による収集を行うこととする。 
また、排出実態の把握を行い、多量排出事業者に対する減量化・資源化等に関する

指導を行う。 
 
ウ 生活排水処理の現状と今後 

生活排水の処理については、引き続き、合併処理浄化槽の整備を進めていく。また、

し尿及び浄化槽汚泥は、深江・布津地区については南島原市深江衛生センターに、有

家・西有家・北有馬・南有馬・口之津・加津佐の６地区については南島原市南有馬衛

生センターに、それぞれ搬入し、全量適正処理を行うものとする。 
 
エ 今後の処理体制の要点 

 
◇ 可燃性ごみ（粗大ごみを含む）の処理については、将来的な県央県南広域環

境組合への全地区加入を基本方針としながら、適正処理及び資源ごみの再利用

を推進し、最終処分量の削減と資源化促進を図る。 
◇ し尿および浄化槽汚泥の処理については、老朽化した南有馬衛生センターを 
  汚泥再生処理センターとするために有機性廃棄物リサイクル推進施設に取り 
  組む。 

 



9 
 

表４ 南島原市の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

現 状（Ｈ２６年度） 

分別区分 処理方法 
処理施設等 処理実績 

(ﾄﾝ／年) 一次処理 二次処理 

燃えるごみ 

焼却･溶融 南有馬ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 
(溶融スラグ) 

有効利用 
10,197 

ｶﾞｽ化改質 県央県南ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ＊２） ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝによる

発電 
2,260 

空き缶類 

 

リ
サ
イ
ク
ル 

 選 別 ･

圧 縮 ･

保管 

民間委託 

売却 111 

空きびん類 引取（協会）＊３） 498 

有害ごみ 

(蛍光灯･乾電池) 

選 別 ･

保管 
委託 22 

陶器･ガラス類･

小型家電・金属類 

(資源ごみ以外) 選別･破砕･

埋立 

不燃性廃棄物最

終処分場＊１） 

（売却） 

370 

不燃系粗大ごみ 

不燃性廃棄物最

終処分場＊１） 

（売却） 

8 

白色トレイ 

選別･圧縮･

保管 

引取（協会）＊３） 

2 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器 23 

ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ 35 

紙製容器包装 9 

牛乳パック 

売却 

9 

段ボール 56 

新聞紙 187 

布類 委託 13 

雑誌 売却 128 

生ごみ堆肥化 
リサイクル 

自家処理  55 

集団回収 売却  201 

 

今 後（R４年度） 

分別区分 処理方法 
処理施設等 処理計画 

(ﾄﾝ／年) 一次処理 二次処理 

燃えるごみ 

焼却 南有馬ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 
 

有効利用 
8,832 

ｶﾞｽ化改質 県央県南ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ＊２） ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝによる発

電 
1,957 

空き缶類 リ
サ
イ
ク
ル 

選 別 ･

圧 縮 ･

保管 

民間委託 

売却 96 

空きびん類 引取（協会）＊３） 431 

有害ごみ 

(蛍光灯･乾電池) 

選 別 ･

保管 
委託 19 

陶器･ガラス類･

小型家電・金属類 

(資源ごみ以外) 選別･破砕･

埋立 

 

不燃性廃棄物最終

処分場＊１） 

（売却） 

320 

不燃系粗大ごみ 

不燃性廃棄物最終

処分場＊１） 

（売却） 

7 

白色トレイ 

選別･圧縮･

保管 

引取（協会）＊３） 

2 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器 20 

ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ 30 

紙製容器包装 8 

牛乳パック 

売却 

8 

段ボール 48 

新聞紙 162 

布類 委託 11 

雑誌 売却 111 

生ごみ堆肥化 
リサイクル 

自家処理  48 

集団回収 売却  249 

 

注１）各施設の所管は南島原市を除き、次の通り。 ＊１）島原地域広域市町村圏組合 

＊２）県央県南広域環境組合 

＊３）財団法人 日本容器包装リサイクル協会 
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(3) 処理施設等の整備 

ア 廃棄物処理施設 
上記(2)の分別区分及び処理体制で処理を行うため，表５のとおり必要な施設整備

を行う。 

表５ 整備する処理施設 

（整備理由） 

  事業番号１：浄化槽汚泥の搬入量の急増に対処するため、現存の南有馬衛生センター

の大規模な設備改良を行い、処理能力の拡大と汚泥の助燃材化を目的と

した汚泥再生処理センターとして新設する。 

 

 

 

イ 合併処理浄化槽の整備 
合併処理浄化槽の整備については、表６のとおり行う。 

表６ 合併処理浄化槽への移行計画 

 

事業 

番号 

整備施設種類 

施設名 
事 業 名 処理能力 設置予定地 事業期間 

１ 

し尿処理施設 

南有馬衛生 

センター 

 

南有馬衛生センター有機

性廃棄物リサイクル推進

施設 

130KL/日 
南島原市南有馬町戊

1751 番地 

H30 

～R2 

     

事業 

番号 
事   業 

直近の整備済 
基数（基） 

（平成 26 年度）

整備計画基数 
（基） 

整備計画人口 
（人） 

事業期間 

３ 浄化槽設置整備事業 137 1,080 3,576 H28～R3 

 合   計 137 1,080 3,576  
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(4) 施設整備に関する計画支援事業 

(3)の施設整備に先立ち、表７のとおり計画支援事業を行う。 

表７ 実施する計画支援事業 

 

 

事業 

番号 
事 業 名 事業内容 事業期間 

４１ 
南有馬衛生センター有機性廃棄物リサイクル

推進施設に係る計画支援事業 

施設整備基本計画、生活環境

影響調査、発注仕様書作成、

発注支援 

H29～H30 
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(5)その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

 

ア 環境物品調達推進法（グリーン購入）の推進 

事務用品、トイレットペーパーなどの消耗品などについては、グリーン購入を市

が率先して行い、庁舎内でのリサイクル商品の利用を推進する。 
また、再生紙、再生原料使用品、簡易包装製品など、環境負荷ができるだけ小さ

い製品の購入に努めていくこととする。 
 
イ 廃家電・使用済み小型家電のリサイクルに関する普及啓発 

廃家電・使用済み小型家電のリサイクルについては、家電リサイクル法及び小型

家電リサイクル法に基づく、適切な回収、再商品化などがなされるよう、小売店な

どと協力して、普及啓発を行う。 
 

ウ 不法投棄対策 
南島原市保健環境連合会等と一体となった普及啓発により、分別区分の徹底を進

めるとともに、パトロールの強化を行い不法投棄防止を図る。 
 

エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 
南島原市震災廃棄物処理計画及び南島原市水害廃棄物処理計画を踏まえ、普賢岳

の溶岩ドーム崩落を鑑み、災害時に発生する廃棄物の広域的処理体制の確保を図る

ため、地域内及び周辺地域との連携体制を構築する。 
 
４ 計画のフォローアップと事後評価 
 
(1) 計画のフォローアップ 

南島原市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応

じて関係組合他、長崎県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見

直しを行う。 
 
(2) 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果がまとまった時点で、速やかに計画

の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 
また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとす

る。 
なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すもの

とする。 
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様式１ 

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表１（平成２８年度） 
１ 地域の概要 
 (1)地域名 南島原市 (2)地域内人口 49,197人 (3)地域面積 170km2 
 (4)構成市町村等名 南島原市 (5)地域の要件＊ 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪 山村 半島 過疎 その他 

 (6)構成市町村に一部事務組合等が含ま
れる場合、当該組合の状況 

組合を構成する市町村：                               設立（予定）年月日：      年  月  日設立、認可予定 
設立されていない場合、今後の見通し： 

                                 ＊ 交付要綱で定める交付対象となる要件のうち，該当する項目全てに○を付ける。 

２ 減量化、再生利用の現状と目標 

指標・単位                                                 年 
過去の状況・現状 目 標 

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 令和4年度 

排 出 量 

 事業系  総排出量（トン） 
      １事業所当たりの排出量(ﾄﾝ/事業所） 
 生活系  総排出量（トン） 
     １人当たりの排出量（kg/人） 
合 計    （トン） 

2,708 
2.27 

13,741 
230 

16,449 

2,028 
1.80 

14,280 
245 

16,308 

2,030 
1.89 

14,473 
251 

16,503 

2,205 
2.22 

14,553 
258 

16,758 

2,341 
2.45 

14,365 
258 

16,706 

2,485 
2.70 

14,142 
258 

16,627 

2,159 
2.38 

12,359 
257 

14,518 

(H26対比-13.1%) 
(H26対比-11.9%) 
(H26対比-12.6%) 
(H26対比 -0.4%) 
(H26対比-12.7%) 

再 生 利 用 量 
 直接資源化量（トン） 
 総資源化量（トン） 

0(0.0%) 
3,129(19.0%) 

0(0%) 
3,010(18.5%) 

0(0%) 
3,056(18.5%) 

0(0%) 
2,754(16.4%) 

0(0%) 
2,681(16.0%) 

0(0%) 
3,131(18.8%) 

0 
2,428 

(0%) 
(16.7%) 

エ ネ ル ギ ー 回 収 量 エネルギー回収量（年間の発電電力量 MWh） 28,247 29,266 33,052 35,847 36,001 35,258 28,331  

減 量 化 量  減量化量（中間処理前後の差 トン） 13,045(79.3%) 13,023(79.9%) 13,164(79.8%) 13,702(81.8%) 13,745(82.3%) 13,171(79.2%) 11,820 (81.4%) 

最 終 処 分 量  埋立最終処分量（トン） 275(1.7%) 275(1.7%) 283(1.7%) 302(1.8%) 280(1.7%) 325(2.0%) 270 (1.9%) 

  ※ 別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。（別紙を参照） 

 

３ 現有施設の状況と更新、廃止、新設の予定 

施設種別 実施主体 
現 有 施 設 の 内 容 更新、廃止、新設の内容 

備 考 
型式及び処理方式 

補助の 
有無 

処理能力 
（単位） 

開始年月 
更新、廃止予定

年月 
更新、廃止理由 型式及び処理方式 

施設竣工予定
年月 

処理能力 
（単位） 

熱回収施設 南島原市 
准連続焼却炉 
灰溶融炉 

有 
有 

60t/日 
14t/日 

H12.3      継続使用 

し尿処理施設 南島原市 

高負荷脱窒素処理方式
＋濃縮膜分離装置 

有 21kL/日 S63.1      継続使用 

標準脱窒素処理方式 
＋高度処理 

有 71kL/日 H4.3 令和3年3月 
汚泥再生処理セ

ンター 
前脱水脱窒素処理
方式+高度処理 

令和3年3月 130kL/日 新設 

ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ 南島原市 鉄骨造１階建 有 126.05m2 H26.4      継続使用 

ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ 南島原市 鉄骨造１階建 有 149.5m2 H23.4      継続使用 

熱回収施設 
県央県南広域 
環境組合 

全連続ガス化改質 有 300t/日 H17.3      継続使用 

中継施設 
県央県南広域 
環境組合 

ｺﾝﾊﾟｸﾀ・ｺﾝﾃﾅ方式 有 94t/日 H17.3      継続使用 

最終処分場 
島原地域広域 
市町村圏組合 

管理型 有 59,200m3 H5.4      継続使用 

    ※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付する。（別紙を参照） 
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４ 生活排水処理の現状と目標 

年度 

指標・単位 

過去の状況・現状 目 標 

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 令和4年度 

総人口  52,857 52,609 51,902 51,385 50,589 49,197 43,908 

 

処理人口 
汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率 
48,906 

92.5% 

48,513 

92.2% 

47,901 

92.2% 

47,444 

92.3% 

47,719 

94.3% 

46,955 

95.4% 

41,907 

95.4% 

 

 水洗化・生活雑排水処理人口 
汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率 
19,991 

37.8% 

20,309 

39.0% 

21,280 

41.4% 

21,878 

43.1% 

23,157 

46.3% 

23,141 

47.0% 

26,515 

60.4% 

 浄化槽 
汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率 

16,311 

30.9% 

16,390 

31.5% 

17,061 

32.9% 

17,495 

34.0% 

18,407 

36.4% 

18,286 

37.2% 

21,662 

49.3% 

 

 公共下水道 
汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率 
2,521 

  4.8% 

2,736 

5.2% 

3,042 

5.9% 

3,260 

6.3% 

3,550 

7.0% 

3,678 

7.5% 

3,758 

8.6% 

コミュニティ・プラント 
汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率 
584 

1.1% 

583 

1.1% 

558 

1.1% 

561 

1.1% 

592 

1.2% 

587 

1.2% 

507 

1.2% 

農業集落排水施設 
汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率 
419 

0.8% 

423 

0.8% 

438 

0.8% 

406 

0.8% 

439 

0.9% 

424 

0.9% 

440 

1.0% 

 漁業集落排水施設 
汚水衛生処理人口 

汚水衛生処理率 
156 

0.3% 

177 

0.3% 

181 

0.3% 

156 

0.3% 

169 

0.3% 

166 

0.3% 

148 

0.3% 

 非水洗化人口  28,915 28,204 26,625 25,566 24,562 23,814 15,392 

  
計画収集人口 汚水衛生未処理人口 28,915 28,204 26,625 25,566 24,562 23,814 15,392 

自家処理人口 汚水衛生未処理人口 0 0 0 0 0 0 0 

 未処理人口 汚水衛生未処理人口 3,951 3,555 3,502 3,301 2,299 2,242 2,001 

 計画処理区域外人口  0 541 499 640 571 0 0 

  ※ 別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。（別紙を参照） 

 
５ 浄化槽処理の整備状況と更新･廃止･新設の予定 

施 設 種 別 実施主体 
現有施設の内容 整備予定基数の内容 

備 考 
基  数 処理人口 現状年度 基  数 処理人口 予測年度 

浄化槽設置整備事業 個人等 4,133 基 18,286 人 H26  1,080基 3,576人 R3 個人等 

 



様 式 ２

事　業　名　称 単位 開始 終了
平成

28年度
平成

29年度
平成

30年度
令和

元年度
令和
2年度

令和
3年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

令和
元年度

令和
2年度

令和
3年度

2,475,414 0 0 0 914,812 1,560,602 0 1,714,780 0 0 0 707,113 1,007,667 0

1 南島原市 南島原市 130 KL/日 H30 R2 2,475,414 0 0 0 914,812 1,560,602 0 1,714,780 0 0 0 707,113 1,007,667 0

26,826 0 16,464 10,362 0 0 0 26,826 0 16,464 10,362 0 0 0

41 南島原市 南島原市 Ｈ29 Ｈ30 26,826 0 16,464 10,362 0 0 0 26,826 0 16,464 10,362 0 0 0

604,332 99,222 99,222 99,222 99,222 103,722 103,722 595,110 97,685 97,685 97,685 97,685 102,185 102,185

3 南島原市 南島原市 1,080 基 H28 R3 604,332 99,222 99,222 99,222 99,222 103,722 103,722 595,110 97,685 97,685 97,685 97,685 102,185 102,185

3,106,572 99,222 115,686 109,584 1,014,034 1,664,324 103,722 2,336,716 97,685 114,149 108,047 804,798 1,109,852 102,185合     　　計

○し尿処理に関する事業

南有馬衛生センター有
機性廃棄物リサイクル
推進施設

○施設整備に関する計画支
援に関する事業

事業番号１に対する計
画支援事業

○浄化槽に関する事業

浄化槽設置整備

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２（平成28年度）

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　　称

事業主体
構成市町村名

規　模
事業期間
交付期間

総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

備考

15



様 式 ３

開
始

終
了

平成
２８年度

平成
２９年度

平成
３０年度

令和
元年度

令和
２年度

令和
３年度

11 有料化

排出量に応じた負担の公平化や
ごみの減量化・分別に対する意識
の向上のため、平成25年度以降
に対象品目及び料金の見直しを
行う。

南島原
市

H
28

R
3

12
環境教育・普及啓発、
助成

市民、事業者に対して、３Ｒに関す
る教育、啓発活動や情報提供を
行う。さらに、事業者に対する排出
抑制・資源化等に関する指導を行
う。

南島原
市

H
28

R
3

13
マイバック運動・レジ
袋対策

地域内の商工会等と協力し、レジ
袋配布の有料化、マイバッグ運動
（買物袋の持参運動）等を推進す
る。

南島原
市

H
28

R
3

14 ごみ分別
資源ごみ分別の継続実施を進め
る。

南島原
市

H
28

R
3

15 生活排水対策

人口密集区域では集合処理，そ
れ以外は補助事業等による浄化
槽を設置促進する。また、市民へ
の定期的な広報・啓発活動を実施
する。

南島原
市

H
28

R
3

21
家庭ごみの処理体制
の現状と今後

長崎県ごみ処理広域計画に基づ
き、関係市とともに広域処理につ
いて検討を進めていく。

南島原
市

H
28

R
3

22
事業系一般廃棄物の
処理体制の現状と今
後

排出実態の把握を行い、多量排
出事業者に対する減量化・資源化
等に関する指導を行う。

南島原
市

H
28

R
3

23
生活排水処理の現状
と今後

生活排水の処理については、引き
続き、合併処理浄化槽の整備を
進めていく。

南島原
市

H
28

R
3

1
し尿処理施設の有機
性廃棄物リサイクル
推進施設

既存施設を汚泥再生処理センター
として新設する。

南島原
市

H
30

R
2

○

2
合併処理浄化槽の整
備

浄化槽設置整備事業により、合併
処理浄化槽の整備を推進する。

南島原
市

H
28

R
3

○

施設整備
に係る計画
支援に関
するもの

41
事業番号１に対する
計画支援事業

施設基本計画、生活環境影響調
査、発注仕様書/発注支援

南島原
市

H
29

H
30

○

51
環境物品調達推進法
（グリーン購入）の推
進

グリーン購入を市が率先して行
い、庁舎内でのリサイクル商品の
利用を推進する。

南島原
市

H
28

R
3

52
廃家電・使用済み小
型家電のリサイクル
に関する普及啓発

家電リサイクル法及び小型家電リ
サイクル法に基づく、適切な回
収、再商品化などがなされるよう、
小売店などと協力して、普及啓発
を行う。

南島原
市

H
28

R
3

53 不法投棄対策

南島原市保健環境連合会等と一
体となった普及啓発により、分別
区分の徹底を進めるとともに、パト
ロールの強化を行い不法投棄防
止を図る。

南島原
市

H
28

R
3

54
災害時の廃棄物処理
に関する事項

南島原市震災廃棄物処理計画及
び南島原市水害廃棄物処理計画
を踏まえ、普賢岳溶岩ドーム崩落
等を鑑み、災害時に発生する廃棄
物の広域的処理体制の確保を図
るため、地域内及び周辺地域との
連携体制を構築する。

南島原
市

H
28

R
3

その他

処理施設
の整備に
関するもの

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策
番号

施策の名称等施策種別

発生抑制、
再使用の
推進に関
するもの

処理体制
の構築、変
更に関する
もの

施策の概要
実施
主体

事業
期間

備　　考
交付金
必要の
要否

見直し検討

継 続 実 施

継 続 実 施

充 実 強 化

広域処理検討

排出実態の把握・指導

建設工事

施設計画

継 続 実 施

継 続 実 施

監視・指導の強化

普及啓発

連携体制構築に向けた協議

発注支援

合 併 浄 化 槽 整 備

生活環境影響調

継 続 実 施
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【参考資料様式５】

都道府県名　：　長　崎　県

（１） 事業主体名

（２） 施設名称

（３） 工期

（４） 施設規模

（５） 形式及び処理方式

（6） 地域計画内の役割

（7）
廃焼却施設解体工事
の有無

「汚泥再生処理センター」を整備する場合

（8） 資源化の方法

（9） 資源化物の利用計画

「コミュニティ・プラント」を整備する場合

（11）　計画地域の性格

（10） 事業計画額

施 設 概 要 （し尿処理施設系）

南島原市

南有馬衛生センター

平成30年度～令和2年度

処理能力　130ＫＬ/日

（10）　計画処理人口及び
　　　　　面積

人口　　　　　人
面積　　　　　㎡

前脱水脱窒素処理方式+高度処理

　南島原市南有馬クリーンセンターで使用予定

２，４７５，４１４千円

浄化槽汚泥の適正処理と助燃材化
二酸化炭素排出量削減率　3%以上

有　　　　　　　無

　汚泥助燃剤化
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【参考資料様式６】 

施設概要（浄化槽系） 
 

都道府県名 長崎県    
 

(1) 事業主体名 南島原市 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業（本土） 

(3) 事業の実施目的及び内容 

生活雑排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の保全及

び公衆衛生の向上を図るため、合併処理浄化槽の計画的な整備普及を促

進する。 

(4）事業期間 平成28年度 ～ 令和3年度 

(5) 事業対象地域の要件 ア（ウ）、ア（エ）、ア（オ）、ア（カ） 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費    595,110千円 
うち  （以下の事業を実施する場合） 

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費         
                            320,541千円 
・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費         0千円 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 
 【浄化槽設置整備事業の場合】①＝②＋③ 

区分 
交付対象基数 
（3,576人分） 

基準額 
対象経費 
支出予定額 

交付対象 
事業費 

5人槽 246基（    612 人分） 107,208 109,224 107,208 

6～ 7人槽 660基（  1,980 人分） 324,264 329,880 324,264 

8～10人槽 114基（    456 人分） 67,272 67,944 67,272 

11～20人槽 36基（     288人分） 41,814 42,732 41,814 

21～30人槽 12基（     120人分） 24,600 24,600 24,600 

31～50人槽 12基（     120人分） 29,952 29,952 29,952 

51人槽以上 基（        人分）    

計画策定 
調査費 

    

うち台帳 
作成費用 

    

合 計   1,080基（  3,576人分） 595,110 604,332 595,110 
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  ②：①のうち通常型のみ 

区分 
交付対象基数 
（423人分） 

基準額 
対象経費 
支出予定額 

交付対象 
事業費 

5人槽 18基（     45 人分） 5,976 7,992 5,976 

6～ 7人槽 78基（    234 人分） 35,712 41,328 35,712 

8～10人槽 24基（     96 人分） 15,432 16,104 15,432 

11～20人槽 6基（     48 人分） 5,634 6,552 5,634 

21～30人槽 基（        人分）    

31～50人槽 基（        人分）    

51人槽以上 基（        人分）    

計画策定 
調査費 

    

うち台帳 
作成費用 

    

合 計    126基（    423 人分） 62,754 71,976 62,754 

 
 
 
  ③：①のうち高度処理型（窒素又は燐除去型）のみ 

区分 
交付対象基数 
（3,153人分） 

基準額 
対象経費 
支出予定額 

交付対象 
事業費 

5人槽 228基（    567 人分） 101,232 101,232 101,232 

6～ 7人槽 582基（  1,746 人分） 288,552 288,552 288,552 

8～10人槽 90基（    360 人分） 51,840 51,840 51,840 

11～20人槽 30基（    240 人分） 36,180 36,180 36,180 

21～30人槽 12基（    120 人分） 24,600 24,600 24,600 

31～50人槽 12基（    120 人分） 29,952 29,952 29,952 

51人槽以上 基（        人分）    

計画策定 
調査費 

    

うち台帳 
作成費用 

    

合 計      954基（  3,153人分） 532,356 532,356 532,356 

 
 
 
 
 
 



集計表　①＝②＋③

区分 基数 交付対象事業費 対象経費支出予定額 区分 基数 交付対象事業費 対象経費支出予定額

5人槽 246基 107208千円 109224千円 5人槽 0基 0千円 0千円

6～7人槽 660基 324264千円 329880千円 6～7人槽 0基 0千円 0千円

8～10人槽 114基 67272千円 67944千円 8～10人槽 0基 0千円 0千円

11～20人槽 36基 41814千円 42732千円 11～15人槽 0基 0千円 0千円

21～30人槽 12基 24600千円 24600千円 16～20人槽 0基 0千円 0千円

31～50人槽 12基 29952千円 29952千円 21～25人槽 0基 0千円 0千円

51人槽以上 0基 0千円 0千円 26～30人槽 0基 0千円 0千円

31～40人槽 0基 0千円 0千円

41～50人槽 0基 0千円 0千円

51人槽以上 0基 0千円 0千円

浄化槽設置整備事業 浄化槽市町村整備推進事業

循環型社会形成推進地域計画　内訳表（浄化槽系） 【参考資料様式6　補足資料】

20



浄化槽設置整備事業（単独転換）
○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基

人槽区分 6～7人槽

基数 48

うち国費 うち県費 うち市町村費

15576千円 8481千円 7095千円 1296千円 32448千円 23328千円 4800千円 4320千円 32448千円

（16）基 （48）基

人槽区分 8～10人槽

基数 12

うち国費 うち県費 うち市町村費

4428千円 2296千円 2132千円 336千円 9192千円 6912千円 1200千円 1080千円 9192千円

（4）基 （12）基

人槽区分 11～20人槽

基数 18

うち国費 うち県費 うち市町村費

11538千円 7092千円 4446千円 23076千円 19656千円 1800千円 1620千円 23076千円

（6）基 （18）基

人槽区分 21～30人槽

基数 12

うち国費 うち県費 うち市町村費

12300千円 7800千円 4500千円 24600千円 22320千円 1200千円 1080千円 24600千円

（4）基 （12）基

人槽区分 31～50人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基

人槽区分 51人槽以上

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基合計0千円

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計24600千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計23076千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計31152千円

合計8856千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

交付対象事業費 その他
（市単費等）

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

交付対象事業費 その他
（市単費等）

合計

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計0千円

〈 ①の内訳 〉

合計

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計
その他

対象経費支出予定額（千円）

その他撤去費宅内配管
本体にかかる

工事費

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費
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浄化槽設置整備事業（汲み取り転換）
○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数 123

うち国費 うち県費 うち市町村費

26802千円 17768千円 9034千円 1008千円 54612千円 54612千円 54612千円

人槽区分 6～7人槽

基数 282

うち国費 うち県費 うち市町村費

67770千円 44890千円 22880千円 1512千円 137052千円 137052千円 137052千円

人槽区分 8～10人槽

基数 45

うち国費 うち県費 うち市町村費

12960千円 8640千円 4320千円 25920千円 25920千円 25920千円

人槽区分 11～20人槽

基数 3

うち国費 うち県費 うち市町村費

1408千円 845千円 564千円 459千円 3276千円 3276千円 3276千円

人槽区分 21～30人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 31～50人槽

基数 6

うち国費 うち県費 うち市町村費

7488千円 4992千円 2496千円 14976千円 14976千円 14976千円

人槽区分 51人槽以上

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

合計0千円

合計14976千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計2817千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計53604千円

合計135540千円

合計25920千円

その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費

〈 ①の内訳 〉

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他
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浄化槽設置整備事業（新設）
○新設の浄化槽について国費の補助対象とする理由（個人設置事業にて新設に補助を行う場合必ず記入）

○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数 123

うち国費 うち県費 うち市町村費

17868千円 17768千円 17968千円 1008千円 54612千円 54612千円 54612千円

人槽区分 6～7人槽

基数 330

うち国費 うち県費 うち市町村費

52524千円 51985千円 53063千円 2808千円 160380千円 160380千円 160380千円

人槽区分 8～10人槽

基数 57

うち国費 うち県費 うち市町村費

10832千円 10612千円 11052千円 336千円 32832千円 32832千円 32832千円

人槽区分 11～20人槽

基数 15

うち国費 うち県費 うち市町村費

5307千円 5213千円 5401千円 459千円 16380千円 16380千円 16380千円

合計32496千円

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計53604千円

合計157572千円

合計15921千円

人槽・基数

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

理由 その他を選択した場合の理由（自由記述）

5人槽123基、6～7人槽330基、8～10人槽
57基、11～20人槽15基、31～50人槽6基

撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

〈 ①の内訳 〉

単独処理浄化槽や汲み取り便槽を有する
家屋に居住する人が新築家屋に建て替え・

新築をする

単独処理浄化槽や汲み取り便槽を有する
家屋に居住する人が新築家屋に建て替え・

新築をする
例）○人槽○基、○人槽○基
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人槽区分 21～30人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 31～50人槽

基数 6

うち国費 うち県費 うち市町村費

4992千円 4992千円 4992千円 14976千円 14976千円 14976千円

人槽区分 51人槽以上

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

合計0千円

合計14976千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他
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集計表　②：①のうち通常型のみ

区分 基数 交付対象事業費 対象経費支出予定額 区分 基数 交付対象事業費 対象経費支出予定額

5人槽 18基 5976千円 7992千円 5人槽 0基 0千円 0千円

6～7人槽 78基 35712千円 41328千円 6～7人槽 0基 0千円 0千円

8～10人槽 24基 15432千円 16104千円 8～10人槽 0基 0千円 0千円

11～20人槽 6基 5634千円 6552千円 11～15人槽 0基 0千円 0千円

21～30人槽 0基 0千円 0千円 16～20人槽 0基 0千円 0千円

31～50人槽 0基 0千円 0千円 21～25人槽 0基 0千円 0千円

51人槽以上 0基 0千円 0千円 26～30人槽 0基 0千円 0千円

31～40人槽 0基 0千円 0千円

41～50人槽 0基 0千円 0千円

51人槽以上 0基 0千円 0千円

浄化槽設置整備事業 浄化槽市町村整備推進事業

循環型社会形成推進地域計画　内訳表（浄化槽系） 【参考資料様式6　補足資料】
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浄化槽設置整備事業（単独転換）
○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基

人槽区分 6～7人槽

基数 18

うち国費 うち県費 うち市町村費

5436千円 2721千円 2715千円 1296千円 12168千円 8748千円 1800千円 1620千円 12168千円

（6）基 （18）基

人槽区分 8～10人槽

基数 12

うち国費 うち県費 うち市町村費

4428千円 2296千円 2132千円 336千円 9192千円 6912千円 1200千円 1080千円 9192千円

（4）基 （12）基

人槽区分 11～20人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基

人槽区分 21～30人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基

人槽区分 31～50人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基

人槽区分 51人槽以上

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基合計0千円

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計10872千円

合計8856千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

交付対象事業費 その他
（市単費等）

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

交付対象事業費 その他
（市単費等）

合計

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計0千円

〈 ②の内訳 〉

合計

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計
その他

対象経費支出予定額（千円）

その他撤去費宅内配管
本体にかかる

工事費

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費
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浄化槽設置整備事業（汲み取り転換）
○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数 9

うち国費 うち県費 うち市町村費

1494千円 896千円 598千円 1008千円 3996千円 3996千円 3996千円

人槽区分 6～7人槽

基数 21

うち国費 うち県費 うち市町村費

4347千円 2608千円 1739千円 1512千円 10206千円 10206千円 10206千円

人槽区分 8～10人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 11～20人槽

基数 3

うち国費 うち県費 うち市町村費

1408千円 845千円 564千円 459千円 3276千円 3276千円 3276千円

人槽区分 21～30人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 31～50人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 51人槽以上

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

合計0千円

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計2817千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計2988千円

合計8694千円

合計0千円

その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費

〈 ②の内訳 〉

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他
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浄化槽設置整備事業（新設） 〈 ②の内訳 〉

○新設の浄化槽について国費の補助対象とする理由（個人設置事業にて新設に補助を行う場合必ず記入）

○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数 9

うち国費 うち県費 うち市町村費

996千円 896千円 1096千円 1008千円 3996千円 3996千円 3996千円

人槽区分 6～7人槽

基数 39

うち国費 うち県費 うち市町村費

5382千円 4843千円 5921千円 2808千円 18954千円 18954千円 18954千円

人槽区分 8～10人槽

基数 12

うち国費 うち県費 うち市町村費

2192千円 1972千円 2412千円 336千円 6912千円 6912千円 6912千円

人槽区分 11～20人槽

基数 3

うち国費 うち県費 うち市町村費

939千円 845千円 1033千円 459千円 3276千円 3276千円 3276千円

合計6576千円

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計2988千円

合計16146千円

合計2817千円

人槽・基数

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

理由 その他を選択した場合の理由（自由記述）

5人槽9基、6～7人槽39基、8～10人槽12
基、11～20人槽3基

撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

単独処理浄化槽や汲み取り便槽を有する
家屋に居住する人が新築家屋に建て替

え・新築をする
例）○人槽○基、○人槽○基

単独処理浄化槽や汲み取り便槽を有する
家屋に居住する人が新築家屋に建て替

え・新築をする
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人槽区分 21～30人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 31～50人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 51人槽以上

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

合計0千円

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他
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集計表　③：①のうち高度処理型（窒素又は燐除去型）のみ

区分 基数 交付対象事業費 対象経費支出予定額 区分 基数 交付対象事業費 対象経費支出予定額

5人槽 228基 101232千円 101232千円 5人槽 0基 0千円 0千円

6～7人槽 582基 288552千円 288552千円 6～7人槽 0基 0千円 0千円

8～10人槽 90基 51840千円 51840千円 8～10人槽 0基 0千円 0千円

11～20人槽 30基 36180千円 36180千円 11～15人槽 0基 0千円 0千円

21～30人槽 12基 24600千円 24600千円 16～20人槽 0基 0千円 0千円

31～50人槽 12基 29952千円 29952千円 21～25人槽 0基 0千円 0千円

51人槽以上 0基 0千円 0千円 26～30人槽 0基 0千円 0千円

31～40人槽 0基 0千円 0千円

41～50人槽 0基 0千円 0千円

51人槽以上 0基 0千円 0千円

浄化槽設置整備事業 浄化槽市町村整備推進事業

循環型社会形成推進地域計画　内訳表（浄化槽系） 【参考資料様式6　補足資料】
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浄化槽設置整備事業（単独転換）
○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基

人槽区分 6～7人槽

基数 30

うち国費 うち県費 うち市町村費

10140千円 5760千円 4380千円 20280千円 14580千円 3000千円 2700千円 20280千円

（10）基 （30）基

人槽区分 8～10人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基

人槽区分 11～20人槽

基数 18

うち国費 うち県費 うち市町村費

11538千円 7092千円 4446千円 23076千円 19656千円 1800千円 1620千円 23076千円

（6）基 （18）基

人槽区分 21～30人槽

基数 12

うち国費 うち県費 うち市町村費

12300千円 7800千円 4500千円 24600千円 22320千円 1200千円 1080千円 24600千円

（4）基 （12）基

人槽区分 31～50人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基

人槽区分 51人槽以上

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

（　）基 （　）基合計0千円

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計24600千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計23076千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計20280千円

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

交付対象事業費 その他
（市単費等）

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

交付対象事業費 その他
（市単費等）

合計

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計0千円

〈 ③の内訳 〉

合計

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計
その他

対象経費支出予定額（千円）

その他撤去費宅内配管
本体にかかる

工事費

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費
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浄化槽設置整備事業（汲み取り転換）
○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数 114

うち国費 うち県費 うち市町村費

25308千円 16872千円 8436千円 50616千円 50616千円 50616千円

人槽区分 6～7人槽

基数 261

うち国費 うち県費 うち市町村費

63423千円 42282千円 21141千円 126846千円 126846千円 126846千円

人槽区分 8～10人槽

基数 45

うち国費 うち県費 うち市町村費

12960千円 8640千円 4320千円 25920千円 25920千円 25920千円

人槽区分 11～20人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 21～30人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 31～50人槽

基数 6

うち国費 うち県費 うち市町村費

7488千円 4992千円 2496千円 14976千円 14976千円 14976千円

人槽区分 51人槽以上

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

合計0千円

合計14976千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計50616千円

合計126846千円

合計25920千円

その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費

〈 ③の内訳 〉

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他
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浄化槽設置整備事業（新設） 〈 ③の内訳 〉

○新設の浄化槽について国費の補助対象とする理由（個人設置事業にて新設に補助を行う場合必ず記入）

○対象経費支出予定額の内訳

人槽区分 5人槽

基数 114

うち国費 うち県費 うち市町村費

16872千円 16872千円 16872千円 50616千円 50616千円 50616千円

人槽区分 6～7人槽

基数 291

うち国費 うち県費 うち市町村費

47142千円 47142千円 47142千円 141426千円 141426千円 141426千円

人槽区分 8～10人槽

基数 45

うち国費 うち県費 うち市町村費

8640千円 8640千円 8640千円 25920千円 25920千円 25920千円

人槽区分 11～20人槽

基数 12

うち国費 うち県費 うち市町村費

4368千円 4368千円 4368千円 13104千円 13104千円 13104千円

合計25920千円

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計50616千円

合計141426千円

合計13104千円

人槽・基数

対象経費支出予定額（千円）

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

理由 その他を選択した場合の理由（自由記述）

5人槽114基、6～7人槽291基、8～10人槽
45基、11～20人槽12基、31～50人槽6基

撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

単独処理浄化槽や汲み取り便槽を有する
家屋に居住する人が新築家屋に建て替え・

新築をする
例）○人槽○基、○人槽○基

単独処理浄化槽や汲み取り便槽を有する
家屋に居住する人が新築家屋に建て替え・

新築をする
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人槽区分 21～30人槽

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

人槽区分 31～50人槽

基数 6

うち国費 うち県費 うち市町村費

4992千円 4992千円 4992千円 14976千円 14976千円 14976千円

人槽区分 51人槽以上

基数

うち国費 うち県費 うち市町村費

0千円 0千円

合計0千円

合計14976千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

合計0千円

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他

対象経費支出予定額（千円）

合計

対象経費支出予定額（千円）

合計交付対象事業費 その他
（市単費等）

本体にかかる
工事費

宅内配管 撤去費 その他
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【参考資料様式7】

都道府県名　：　長　崎　県

（１） 事業主体名

（２） 事業目的

（３） 事業名称

（４） 事業期間

（５） 事業概要

（６） 事業計画額 ２６，８２６千円

計　画　支　援　概　要

南島原市

南有馬衛生センター有機性廃棄物リサイクル推進施設に係る計画支援事業

汚泥再生処理センター施設整備のため

平成２９年度～平成３０年度

延命化施設基本計画、生活環境影響調査、発注仕様書等の作成
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■添付資料１ 地域と施設配置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県央県南クリーンセンター 
（県央県南広域環境組合） 

最終処分場 
（島原地域広域市町村圏組合） 

東部リレーセンター 
（県央県南広域環境組合） 

南島原市 

島原市 
雲仙市 

諫早市 

南島原市南有馬クリーンセンター 

「数値地図 25000（地図画像）」より一部加筆 

旧深江町 

旧布津町 

旧有家町 
旧西有家町 

旧北有馬町 

旧南有馬町 

旧加津佐町 

旧口之津町 

佐 賀 県 

布津地区ごみストックヤード 

深江地区ごみストックヤード 

南島原市 

「Craft MAP」より一部加筆 

南島原市深江衛生センター 

南島原市南有馬衛生センター 

南島原市深江衛生センター 
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■添付資料２ 現有処理施設の概要 
 
可燃系ごみについては、対象地域を市南西部の 6 地区（有家，西有家，北有馬，南有馬，口

之津，加津佐）とした処理体系と、市北部の 2 地区（深江，布津）とした処理体系の 2 体系に

分けて処理を実施している。 
 
 
１．可燃系ごみ処理施設 

名 称：南島原市南有馬クリーンセンター 
対象地域：有家，西有家，北有馬，南有馬，口之津，加津佐地区        
施設で発生する焼却主灰は民間のコンクリート会社にて材料として再利用され、焼却飛灰

は民間の精錬所にて再資源化されている。 
 

表 2-1 南島原市南有馬クリーンセンターの概要 

施設名称 南島原市南有馬クリーンセンター 
（南島原市） 

所在地 南島原市南有馬町戊 1751 番地 
竣工年月 平成 12 年 3 月 

公称能力 
ごみ焼却炉   60t/日（30t/16h×2 炉） 
 

処理方式 准連続燃焼式焼却炉 

主
要
設
備
概
要 

受入供給設備 ピットアンドクレーン方式 
燃焼設備 ストーカ式 

ガス冷却設備 水噴射式 
集じん設備 ろ過式集じん器 

  
運営管理 直営 
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名 称：東部リレーセンター，県央県南クリーンセンター 
対象地域：深江，布津地区 
 
深江・布津地区の燃えるごみの処理については、東部リレーセンター（県央県南広域環境

組合の廃棄物運搬中継・中間処理施設）で中継処理した後、県央県南クリーンセンター（県

央県南広域環境組合）で処理を行っている。 
施設で発生する残渣は、溶融スラグ・メタル・工業塩等となり、それぞれ資源化されてい

る。 
表 2-2 東部リレーセンターの概要 

施設名称 東部リレーセンター 
（施設所管：県央県南広域環境組合） 

所在地 長崎県島原市前浜町丙 74 番地 
竣工年月 平成 17 年 3 月 
公称能力 94t/日（5h/日） 
処理方式 コンパクタ・コンテナ方式 

主
要
設
備

概
要 

受入供給設備 ごみホッパ 
圧縮設備 コンパクタ 
搬出設備 コンテナ 

運営管理 県央県南広域環境組合 
 

表 2-3 県央県南クリーンセンターの概要 

施設名称 県央県南クリーンセンター 
（施設所管：県央県南広域環境組合） 

所在地 長崎県諌早市福田町 1250 番地 
竣工年月 平成 17 年 3 月 
公称能力 300t/日（100t/24h×3 炉） 
処理方式 全連続ガス化改質方式 
発電方式 ガスエンジン（1,500kw×5 基） 

主
要
設
備
概
要 

受入供給設備 ピットアンドクレーン方式 
ガス化改質設備 シャフト炉式 
ガス冷却設備 急速冷却方式 
集じん設備 湿式ガス洗浄方式 
発電設備 ガスエンジン 

運営管理 県央県南広域環境組合 
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名 称：深江地区ごみストックヤード、布津地区ごみストックヤード 
対象地域：深江、布津地区 
 
広域処理（県央県南広域環境組合）を行うため、旧深江町ごみ焼却場は平成 17 年 3 月に、

旧布津町ごみ焼却場は平成 12 年 3 月に廃止・解体し、現在はストックヤードとして利用し

ている。 
表 2-4 深江地区ごみストックヤードの概要 

施設名称 深江地区ごみストックヤード 
所在地 長崎県南島原市深江町丁 1930 番地 
面積 126.05m2 
表 2-5 布津地区ごみストックヤードの概要 

施設名称 布津地区ごみストックヤード 

所在地 
長崎県南島原市布津町西天ケ瀬丙 4620
番地 2 

面積 149.5m2 
 
２．不燃系ごみ処理施設 
  南島原市が保有する施設はない。 
 
３．最終処分場 

名 称：島原地域広域市町村圏組合不燃性廃棄物最終処分場 
対象地域：市全域 
 
燃えないごみの処理残渣等は、島原地域広域市町村圏組合不燃性廃棄物最終処分場で埋立

処分を行っている。 
表 2-6 最終処分場の概要 

施設名称 
島原地域広域市町村圏組合 
不燃性廃棄物最終処分場 
（施設所管：島原地域広域市町村圏組合） 

所在地 長崎県島原市西町丙 1450 
埋立対象物 破砕ごみ、処理残渣 
埋立開始年度 平成 5 年度 
埋立面積 7,900 ｍ２ 
埋立容量 59,200 ｍ３ 

浸出水処理設備 処理能力 40ｍ３/日 
管理体制 島原地域広域市町村圏組合 
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４．生活排水処理施設 
名 称：南島原市深江衛生センター 
対象地域：深江、布津地区 
 

表 2-7 し尿処理施設（南島原市深江衛生センター）の概要 

施設名称 
南島原市深江衛生センター 
（旧深江浄化センター） 

所在地 南島原市深江町丁 1926 番地 
竣工年月 昭和 63 年 1 月 
公称能力 21kL/日 
処理方式 高負荷脱窒素処理方式＋濃縮膜分離装置 

主
要
設
備
概
要 

受入貯留設備 計量設備、受入槽、夾雑物除去装置、貯留槽 
主処理設備 反応槽、分離槽、膜分離槽、貯留槽 
高度処理設備 凝集沈殿槽、砂ろ過槽、活性炭吸着塔、消毒槽 
汚泥処理設備 脱水設備 
脱臭設備 酸・アルカリ洗浄脱臭塔 

運営管理 直営 
 
 
名 称：南島原市南有馬衛生センター 
対象地域：有家，西有家，北有馬，南有馬，口之津，加津佐地区 
 

表 2-8 し尿処理施設（南島原市南有馬衛生センター）の概要 

施設名称 
南島原市南有馬衛生センター 

（旧南高南部衛生福祉組合 し尿処理施設） 
所在地 南島原市南有馬町戊 1751 番地 
竣工年月 平成 4 年 3 月 
公称能力 71kL/日 
処理方式 標準脱窒素処理方式＋高度処理 

主
要
設
備
概
要 

受入貯留設備 計量設備、受入槽、夾雑物除去装置、貯留槽 
主処理設備 脱窒素槽、硝化槽、二次脱窒素槽、再曝気槽、沈殿槽 
高度処理設備 凝集沈殿槽、オゾン反応槽、砂ろ過塔、接触槽 
汚泥処理設備 汚泥濃縮槽、脱水機 

脱臭設備 
高濃度臭気：主処理設備処理水槽 
中低濃度臭気：酸洗浄＋アルカリ洗浄＋活性炭吸着 

運営管理 直営 
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■添付資料３ 人口及びごみ排出量等に関するトレンドグラフ等 
 

 
 
 

 

R2   R3   R4  R5 

R2   R3   R4   R5 

R 元 

R 元 
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処理人口の推移 

 
 
 

処理量の推移 

 

R2   R3    R4   R5 

R2   R3    R4   R5 

R 元 

R 元 


